
（令和４年２月２０日現在）

番号 事　業　名 事　業　概　要 担　当　課

1 テレワーク設備整備事業

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、
テレワークやワーケーションなど新たな働
き方の動きやニーズが高まっており、町に
おいても受け入れ体制を整備することで、
テレワークやワーケーションの誘致を促進
し、地域に根差した新たなビジネスの創出
や地域経済、地元産業など地域活性化を図
ります。

企画政策課
📞0556-42-4801

2 商品券配布事業

新型コロナウイルス感染症の影響により、
町内での消費が低迷しているため、町民の
生活支援及び町内事業者支援を目的に、町
内限定で利用できる商品券を町民1人当たり
2万円分配布します。
（事業終了）

観光課
📞0556-62-1116

3 観光ＰＲ事業

新型コロナウイルス感染症の影響により町
内への観光客が激減するなか、非接触型の
デジタルコンテンツを主体に新たな観光Ｐ
Ｒを展開し、観光事業を支援します。

観光課
📞0556-62-1116

4
やまなしグリーンゾーン認
証制度取得等奨励事業

山梨県で実施している「やまなしグリーン
ゾーン認証制度」を町内の事業者に実施を
促すため、町商工会を通し認証取得を推進
し、取得事業者の費用負担の軽減を図るた
め認証取得した事業者に対し奨励金を交付
します。また、併せて「無尽でお助けキャ
ンペーン」の継続実施に合わせ町内の事業
者への参加支援や利用者の増加に向けて啓
発を図ります。
（事業終了）

観光課
📞0556-62-1116

5
新型コロナウイルス検査費
用町単独助成事業

高齢者が短期入所施設を利用する際に施設
からの依頼を受けて行う抗原定量検査費用
の一部を助成し、利用者の負担軽減を図り
ます。
※対象者に制限がありますので、詳しくは
福祉保健課介護保険担当にご確認くださ
い。

福祉保健課
介護保険担当
📞0556-20-4611

6
下部奥の湯温泉事業助成事
業

下部奥の湯温泉に加入している旅館業者等
に対し、分湯使用料を減免することによ
り、新型コロナウイルス感染症の影響で、
大きく減収している事業者の負担軽減を図
ります。

下部支所
📞0556-36-0011

令和３年度　
新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金事業
　身延町では新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地域経済や住民生活を支援するため、
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を財源とした以下の事業を実施しています。



7
学校保健特別対策事業費補
助金

町内の町中学校における感染予防対策のた
めの備品や消耗品類等の購入し、子どもた
ちの感染症対策を図ります。
（事業終了）

学校教育課
📞0556-20-3016

8 事業者支援事業

新型コロナウイルス感染症の第５波による
感染拡大により発せられた、まん延防止重
点処置において影響を受けた事業者に対し
事業者支援金を給付し支援します。
（事業終了）

観光課
📞0556-62-1116

9 指定管理者支援事業

町の指定管理施設で、休業を要請した飲食
料店への休業補償及び、感染症拡大により
収益が減収したため、指定管理者が町に納
める指定管理納付金を減免し支援します。
〇味菜庵
〇ゆばの里

生涯学習課
📞0556-20-3017
産業課
📞0556-42-4805

10
子育て世帯への臨時特別給
付金（町単独分）

国の子育て世帯への臨時特別給付金事業に
おいて所得制限により給付対象とならない
世帯へ町単独分として子ども1人付き
100,000円の給付を行し、国の施策と合わせ
て町内の全子育て世帯を支援します。

子育て支援課
📞0556-20-4580

11 感染症対策事業

感染症対策として、抗原検査キットを購入
し、町主催の多くの人が集まる事業の前
に、関係者を対象に検査を実施すること
で、感染症拡大の防止に努め、安心安全な
事業を実施に努める。
　また、町職員の感染による行政サービス
の停滞を防ぐため、有事の際に検査を行い
早期発見、職場での感染拡大を防ぐ。

総務課
📞0556-42-2111

12 子ども・子育て支援交付金
地域子育て支援センターにて、感染症対策
とし行われるリモート会議や研修に対応す
るためのパソコン購入を助成する。

子育て支援課
📞0556-20-4580

13
疾病予防対策事業費等補助
金

新型コロナウイルス感染症流行下におい
て、介護施設等に入所を希望する高齢者に
対し、入所前に行うＰＣＲ・抗原検査の検
査費の助成し、施設内での感染を予防する

福祉保健課
介護保険担当
📞0556-20-4611

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は地域の実情に応じてきめ細やかに必要な
事業を実施できる交付金です。令和２年度においては、避難所の感染予防対策事業をはじめ、計22
事業を実施いたしました。


